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経緯

有明海・八代海の環境悪化が顕著となり、その

再生が社会的重要課題として取り上げられてから

約20年の長期になっている。これまで数多くの調

査・研究等が実施され、国では環境省を中心に、平

成18年および平成28年度に「有明海・八代海等総

合調査評価委員会報告」が取りまとめられている

が、実効性のある具体的な再生策は未だに不十分

のままの状況にある。

一方、有明・八代海域では、このような海域環境

の課題に加え、台風や高潮等による海象災害にも悩

まされており、最近では2016年4月の「熊本地震」や

2017年7月の「九州北部豪雨」など、頻発する自然災

害への課題にも直面しており、この海域では“環境

と防災”の両者への対応に迫られている現状にあ

る。

このような状況の下、熊本では、まずは八代におい

て「第8回全国アマモサミット2015inくまもと・やつし

ろ」を開催した。その成果を「熊本宣言文」としてまと

め、“皆で再生に取り組む”という姿勢を打ち出した。

このサミットの後、多様な関係者から構成される「準

全国大会実行委員会　委員長　
熊本大学　名誉教授　滝川　清

【全国大会報告】

沿岸域学会全国大会　シンポジウム報告

平成29年7月23日（日）、午前9時30分から、熊本大学工学部2号館223教室において、「熊本地震と有明・八
代の海；～有明海・八代海の再生に向けてどう取り組むか？～」のテーマの下に基調講演とパネルディスカッ
ションが行われた。95名の参加者を得て熱心な討論が交わされ、最後に「熊本の海の再生に向けた行動を」
の提言文が纏められ大変に有意義なシンポジウムとなった。

シンポジウム（9：30～12：00）
総合司会、海洋政策研究所・横浜国立大学・古川恵太
○基調講演； 9：45～10：30

「有明・八代海の環境再生と新たな活動主体の形成―東京湾の経験から―」
放送大学学長・東京湾再生官民連携フォーラム議長・來生新

○「パネルディスカッション」：10：40～12：00（進行：古川恵太）
1）話題提供：

1．「熊本地震からの復旧・復興について」
熊本県環境生活部環境局環境立県推進課・橋本有毅

2．「 熊本地震の水環境課題について～地震後の地下水質変動と沿岸域の環境浄化～」 
熊本大学理学部准教授・中田晴彦

2）総合討論：（パネリスト：登壇者全員、実行委員長）
討論テーマ：有明海・八代海の将来に向けてどう取り組むか？

写真1　シンポジウム会場
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備会」を立ち上げて、東京湾再生官民連携フォーラム

をお手本に、「熊本県沿岸域再生官民連携フォーラ

ムの設立」に向けて準備を進めてきたところである。

このような経緯の中、この度の「日本沿岸域学会」

主催によるシンポジウム開催の機会を得て、“有明・

八代海の再生にどう取り組むか”の視点から、海洋

政策研究所・横浜国立大学・古川恵太氏のコーディ

ネイトの下に、放送大学学長で東京湾再生官民連

携フォーラムの議長でもある、來生新先生に「基調

講演」をお願いしたところでした。

基調講演

「有明・八代海の環境再生と新たな活動主体の形

成」の表題の下、“有明・八代に東京湾の経験を伝え

る“の趣旨で、貴重かつ大変に有用な講演を賜りま

した。3つの視点からのお話で、まず「1．社会の成

熟の各段階における公と私のありよう」について、資

本主義社会誕生期には、公と私の2元的、原理的な

対立構造であること。国家主導による発展（後進国

型資本主義）と国家の手の延長としての中間団体の

出現があったこと。社会の成熟に伴い「私」の組織

形態が多様化し、公の衰退と市場の成熟化が進行

している。など、社会組織形態・構造の変遷を分か

りやすく解説された。つぎに「2．東京湾再生官民

連携フォーラムの誕生と今日まで活動」として、官の

組織としての東京湾再生推進会議が設置されス

ターとしたこと。官民連携フォーラムの設置の経緯

と組織・活動内容。発足以来の活動を通して見えて

きた官・民の相違や課題、官民連携の意義。など、

詳しく説明された。そして「3．現在の課題と将来展

望」として、フォーラム活動資金の確保と法人化へ

の課題。官と民の連携によるフォーラム活動の役割

と意義に基づく将来への期待と展望。東京湾から

他の湾への展開。特に有明・八代海での展開を期

待。など、有明・八代海の将来に向けて非常に貴重

なご示唆を頂いたご講演でした。

パネルディスカッション

古川恵大氏のオーガナイズの下に実施されました。

1）話題提供

まず、「1．熊本地震からの復旧・復興について」の

表題のもと、熊本県環境生活部環境局環境立県推

進課・橋本有毅氏により、2016年4月14日と16日に発

生した熊本地震について話題提供があった。地震

発生状況とともに人的被害、家屋、道路、河川、港

湾、海岸の被害状況の説明があり、また「熊本地震

からの復旧・復興プラン」に基づき災害復旧・復興

事業が進められている報告があった。

次に、「2．熊本地震の水環境課題について～地震

後の地下水質変動と沿岸域の環境浄化～」の表題

で、熊本大学理学部准教授・中田晴彦氏による話

題提供が行われた。熊本地震の影響で、地下水質

に人為的影響が表れている事が、水質モニタリング

調査結果からも示唆されており、今後の詳細な調査

と対策の必要性などが紹介された。また、アマモを

用いた新たな底質浄化法等についても示された。

2）総合討論

登壇者全員と滝川実行委員長を加えた4名のパネ

リストにより、“有明海・八代海の将来に向けてどう

取り組むか？”を討論のテーマとして、各登壇者の立

場から、1．環境と防災の現状と「熊本宣言その後」

の取り組みの状況、2．東京湾フォーラムの体制・組

織の経験からの、熊本での「組織の動かし方」、3．

今後の展開を支える調査研究と地元との協力・支

援、4．復興・地域活性化の観点から県行政としての

住民・市町村や国等との連携の展開、などについて

発言があった。また、会場から、東京湾フォーラムの

写真2　�司会進行�
古川氏

写真3　パネリスト�
（左より、來生氏、
滝川氏、中田氏、橋
本氏）
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実績に基づいたアドバイス等を戴いた。

これらをもとに、最後に参加者一同の「提言」が

まとめられた。

以上、有明・八代海の再生に向けて、道しるべとな

る「基調講演」および大変に有意義な「パネルディス

カッション」を開催することができ、その成果を “参加

者一同の「提言」”としてまとめることができました。

「提言」の全文を文末に記載いたします。

お陰様で、本年12月1日に熊本市で「熊本県沿岸域

再生官民連携フォーラム」設置の総会を開催致します。

日本沿岸域学会全国大会（熊本）2017

シンポジウム「熊本地震と有明・八代の海」　～有明海・八代海の将来に向けてどう取り組むか？～

提言：熊本の海の再生に向けた行動を

　熊本県では、多様な関係者の協働により、有明海・八代海等の再生に向けた熊本県計画、アマモサミットでの
熊本宣言（2015年採択）などに基づき、有明海・八代海等を豊かな海に再生するために「海の自然環境の保全
と再生」「環境と防災の調和」「沿岸地域活性化」の実現に向けて、連携体制の強化、情報共有と啓発、活動の
展開、人材の活用、若者の参画、調査研究・モニタリングの充実、海岸整備、ルール作りなどに取り組んでいる。
　2016年4月14日及び16日に発災した熊本地震並びにその後発生した記録的な豪雨により、熊本県はじめ、有
明海・八代海等は大きな被害をこうむり、その影響は県民の生活、河川、港湾、海岸におよび、流木・土砂堆積
の被害も生じた。地震の影響は「水の国」である熊本の地下水循環へも出ていることが懸念され、モニタリン
グにより下水漏出が示唆されている。現在、被災された方々の痛みを最小化し、創造的な復興を目指し、熊本
のさらなる発展につなげることを3原則とした「熊本地震からの復旧・復興プラン」が実施されている。
　日本沿岸域学会は、こうした背景に鑑み、日本沿岸域学会全国大会（熊本）2017 において、シンポジウム
「熊本地震と有明・八代の海」を開催し、有明海・八代海の将来に向けてどう取り組むかについて検討を行い、
以下のような基本方針のもと、早急に次のアクションを起こしていくことを提言する。
・ 研究者だけでなく、行政、市民、企業、漁業者、教育、レジャーなど幅広い関係者が、それぞれの論理を尊重
しつつ実行可能な共通の方向性に向けた取組みへの展開を模索し、共に取り組むべきであり、
・ 取り組むべき分野として、県民総幸福量を最大化する復旧・復興、地下水の循環を意識した環境モニタリング、災
害への対応体制の整備、自然再生の効果の定量化、住民等多様な主体の参画による推進体制の確立等があり、
・ 研究活動や行政事業、NPO活動を通して、状況の把握、具体的対策を明記した行動計画の策定、実践的な
事業の推進および、こうした活動への自主的な参画等を学会員自らのコミットメントとして実施していくとと
もに、その活動を推進するために、首長らの積極的なリーダシップの発揮を期待し、行政の関与や事務局組
織の充実などに広く支援や協力を求める

 2017年7月23日　
日本沿岸域学会全国大会（熊本）2017

シンポジウム「熊本地震と有明・八代の海」参加者一同

皆様方の今後とものご支援をお願い申し上げま

すとともに、本シンポジウム開催に、ご尽力・ご協力

いただきました各位に改めまして深く感謝申し上げ

ます。

写真4　パネルディスカッション
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熊本大会における現地視察は、以下の2テーマに

ついて企画・実施しました。その内容について、以下

の工程表と併せてご紹介いたします。

1．2016年4月の熊本地震後の熊本城被災状況

2．熊本港の人工干潟・浅場の現地実証試験地

表　現地視察の行程表

2017年7月23日（日）
　12：30　熊本大学 出発
　12：50　 熊本城　到着　熊本地震後の熊本

城の見学。
　14：20　 熊本港　到着　「人工干潟・浅場の

現地実証試験地」の見学。
　15：40　JR熊本駅　到着
　16：30　熊本空港　到着　解散

午前中の「熊本地震と有明・八代の海」と題する

シンポジウムが終了した後、49名の視察参加者は

大型バスに乗車して熊本城へ向かいました。快晴

の空の下、地元ボランティアの方の案内で熊本城二

の丸公園から加藤神社へ徒歩で移動しながら、地

震で大規模に崩落した石垣を見学しました。また、

マスコミで繰り返し紹介されている、櫓が一本の石

垣で支えられている様子も観察しました。加藤神社

は熊本城を築城し、熊本発展の礎を築いた加藤清

正公をお祀りしています。神社の境内からは、修復

のために上部が鉄骨で覆われた大天守閣や、作業

中の大型クレーンが見えました。いずれも痛々しい

情景でしたが、参加者の皆さまには熊本地震で発

生したエネルギーの凄まじさを肌で感じていただい

たように思います。

熊本城の復旧には約20年かかるといわれていま

す。再度熊本へ起こしになられる際は、ぜひお城に

足をお運びいただいて、その復旧経過をごらんいた

だければ幸いです。

一行は14時頃に熊本城を後にして、有明海東岸

の熊本港にある人工干潟へ向かいしました。有明海

では、明治以降に大規模な干拓が繰り返し行われ、

干潟が大幅に減少しました。海岸線の人工化も進

み、高潮・高波等の海象災害への防災機能が強化

された一方で、自然の浄化力が弱まり有明海の環

境悪化を招いた可能性も指摘されています。干潟な

ぎさ線や塩性湿地の造成は、消失した中潮帯・高潮

帯の浅場を創出し、そこを棲みかとする動植物の生

息場の回復・創成に資するものであり、熊本大学で

はこのような場の回復・創成に関わる調査研究を10

年以上に渡り行っています。皆さまには、その一部

である「東なぎさ線」と「野鳥の池」の現地実証試

験地を見学していただきました。

さらに、4段の標高の異なる階段式の人工干潟も

ご覧いただきました。これは、国土交通省九州地方

整備局熊本港湾・空港整備事務所が平成28年度に

造成した干潟・浅場造成の現地実証試験地になり

ます。浚渫土砂を干潟造成の基本材料とし、これに

粒径の異なる砂や泥等を混合した多様な底質を各

標高の人工干潟に敷設し、生物棲息環境のモニタリ

ング調査を実施しています。有明海沿岸域の環境

保全および生物保護に資する有用な取り組み例とし

て、ご紹介する機会に恵まれましたことを嬉しく思う

次第です。

【全国大会報告】

現地視察報告

熊本大学先端科学研究部　准教授　中田晴彦
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末筆になりましたが、今回の現地視察において、

熊本城をご案内いただきました地元ボランティアグ

ループ「熊本よかとこ案内人」の皆さまと、熊本港

の人工干潟をご紹介いただきました国土交通省九

州地方整備局熊本港湾・空港整備事務所および元

熊本大学特任助教の増田龍哉氏（現在、日本港湾

コンサルタント株式会社勤務）に深くお礼を申し上

げます。最後に、大変暑い中、本現地視察にご参加

いただいた皆さまのますますのご活躍を祈念し、ご

報告といたします。

熊本城を背景に二の丸公園を移動する視察参加者 有明海の熊本港沿岸に造成された人工干潟（東なぎさ線）

階段式人工干潟を視察する参加者熊本地震後、修復中の熊本城天守閣


